
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適

鏡野町下水道事業経営戦略

平成１１年度
（２６年）

鏡野町

下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

（公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業・農業集落排水事業・林業集落排水事業）

事 業 名 ：

　公共下水道事業　津山浄化センター（津山市）で処理しています。
　特定環境保全公共下水道事業　１箇所
　農業集落排水事業　　　　　　     ７箇所
　林業集落排水事業　　　　　     　２箇所

公共下水道事業　津山市公共下水道に接続
特定環境保全公共下水道事業　無し
農業集落排水事業　無し
林業集落排水事業　無し

処 理 区 数

　公共下水道事業　　　      　　　　１処理区
　特定環境保全公共下水道事業　１処理区
　農業集落排水事業　　　　     　　７処理区
　林業集落排水事業　　　　　　     ２処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　公共下水道事業　津山広域下水道事業に参加し、汚水処理の共同化を図り、また、隣接する農業集落排水区域を取り込み、処
　　　　　　　　理場建設費及び維持管理費の最適化を図りました。
　特定環境保全公共下水道事業　隣接する農業集落排水区域を取り込み、今後発生する改築・更新費用をはじめ、維持管理費用
　　　　　　　　の最適化を図りました。（１箇所）
　農業集落排水事業　隣接する特定環境保全公共下水道区域に統合し、今後発生する改築・更新費用をはじめ、維持管理費用の
　　　　　　　　最適化を図りました。（１箇所）
　林業集落排水事業　該当ありません。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

 平成１７年３月、旧鏡野町、旧奥津町、旧上齋原村及び旧富村が合併し、新たに鏡野町が誕生しました。合併時、料金は統一され、その
後、平成２２年、令和２年に料金改定を行い、経営の改善を図りました。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

 平成１７年３月、旧鏡野町、旧奥津町、旧上齋原村及び旧富村が合併し、新たに鏡野町が誕生しました。合併時、料金は統一され、その
後、平成２２年、令和２年に料金改定を行い、経営の改善を図りました。

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　公共下水道事業                   17.9人/ｈａ
　特定環境保全公共下水道事業   9.6人/ｈａ
　農業集落排水事業                 18.3人/ｈa
　林業集落排水事業                  4.4人/ｈａ

単位 金額 区分 金額

１人当たり

６００円

用途

基本料金 基本料金以外の料金

生活世帯 １世帯 １，５００円
世帯員数
割り

単位 金額 区分 金額

１m３当たり

１７０円

生活世帯以外の世
帯又は事業所

１０m３ １，５００円 超過料金

用途

基本料金 基本料金以外の料金

（税抜）

（税抜）



3,520 円 3,187 円

3,520 円 3,248 円

3,520 円 3,258 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和６年度 令和５年度

令和７年度 令和６年度

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

職 員 数 上下水道課１３名の職員のうち、下水道事業に携わる職員は、６名です。（令和６年度末現在）

実施していません。

実施していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和２年度から令和６年度までの経営分析比較表を添付します。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

実施していません。

実施していません。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　上記に同じ

 イ　指定管理者制度

処理施設及びマンホールポンプ施設の保全管理を民間委託しています。

上下水道

水道係

下水道係 ・・・予算の執行、決算事務

窓口業務

施設維持管理・修繕業務

負担金及び使用料徴収事務

・・・水道事業に関する事務

事務職員 技術職員 計

1 1

1 1

1 1

1 1 2

1 1

3 3 6

46歳から55歳まで

計

56歳以上

※管理者及び再任用職員を除く。

令和7年度末における職員の年齢構成

年齢

25歳未満

25歳から34歳まで

35歳から45歳まで



２．将来の事業環境

（１） 処理区域内人口の予測
①鏡野町の下水道事業における人口予測
　鏡野町の行政区域内人口は、本町が令和７年度に作成した「鏡野町人口ビジョン」や「令和４年度クリーンライフ１００構想見直し」をもとに推計した結果、本計画の開始年度で
ある平成２８年度末１３，３３５人に対し、令和６年度は、１１，７１２人、令和１６年度は１０，４４５人、令和３６年度に８，０８７人となり、令和６年度に比べ３０年後の令和３６年度で
は行政区域内人口は、約７０％程度の人口になると見込まれます。
　また、鏡野町の処理区域内人口は、総人口と同程度減少し、計画終期の令和１７年度は、８，６００人程度になると予測します。

②公共下水道事業
　公共下水道（鏡野処理区）における処理区域内人口は、平成２９年度に隣接する集落排水事業区域（大野・小座処理区）の取り込みや、令和５年度末で終了した面整備により
上昇しましたが、令和６年度末においては約１ポイント減少しており、以降も約１ポイントずつ緩やかに減少することが見込まれ、計画終期の令和１７年は、約７，０００人程度にな
ると予測します。

③特定環境保全公共下水道事業
　特定環境保全公共下水道（奥津・川西処理区）における処理区域内人口は、令和４年度に隣接する農業集落排水区域（奥津北処理区）を取り込みましたが令和６年度末におい
ては、前年度末から３．８８ポイント減少しており、以降も約２．４ポイントずつ減少することが見込まれ、計画終期の令和１７年には、約２６０人程度になると予測します。

④農業集落排水事業
　農業集落排水事業（小田・入処理区、泉処理区、羽出処理区、本村処理区、遠藤処理区、赤和瀬処理区及び富中央処理区）は、平成２９年度に大野・小座処理区を公共下水
道、令和４年度に奥津北処理区を特定環境保全公共下水道へそれぞれ区域統合したため、処理区域内人口が減少しました。令和６年度末においては、前年度末から３．３６ポイ
ント減少しており、以降も約２．２５ポイントずつ減少することが見込まれ、計画終期の令和１７年は、約１，３００人程度になると予測します。

⑤林業集落排水事業
　林業集落排水事業（泉源処理区及び羽出西谷上処理区）における処理区域内人口は、平成２８年度からの人口減少状況から毎年約３．５６ポイントずつ減少することが見込ま
れ、計画終期の令和１７年は、約３０人程度になると予測します。

実績 推定

実績 推定

実績 推定

実績 推定

実績 推定



（２） 有収水量の予測

　鏡野町下水道事業における有収水量は、処理区域内人口と同様に減少し、中でも大規模な事業所が存在しない処理区については、大きく減少すると見込んでいます。

実績 推定



（３）

①鏡野町の下水道事業における使用料収入の見通し
　鏡野町下水道事業の使用料収入は、令和６年度末で１３９，６５４千円であり、以降は減少が見込まれ、現行の使用料水準（料金体系）を維持した場合、計画終
期の令和１７年度は、１２４，５１２千円を見込ます。

②公共下水道事業
　公共下水道の使用料収入は、令和６年度実績で１０３，４５５千円の収入がありましたが、以降は、区域内人口の減少とともに減少し、計画終期の令和１７年度に
おいては、約９５，０００千円程度と１億円を下回ると見込みます。

⑤林業集落排水事業
　林業集落排水事業の使用料収入は、令和６年度実績で５９６千円の収入がありましたが、以降は、区域内人口の減少とともに減少し、計画終期の令和１７年度
においては、約４３０千円程度と見込みます。

③特定環境保全公共下水道事業
　特定環境保全公共下水道の使用料収入は、令和６年度実績で７，７０２千円の収入がありましたが、以降は、区域内人口の減少とともに減少し、計画終期の令
和１７年度においては、約６，７００千円程度と見込みます。

④農業集落排水事業
　農業集落排水事業の使用料収入は、令和６年度実績で２７，９０１千円の収入がありましたが、以降は、区域内人口の減少とともに減少し、計画終期の令和１７
年度においては、約２２，９００千円程度と見込みます。

使用料収入の見通し

実績 推定

実績 推定

実績 推定

実績 推定

実績 推定



（４）

（５）

３．経営の基本方針

　上下水道課の職員１３名のうち、下水道事業にかかわる職員は事務職員３名、技術職員３名の計６名、上水道事業にかかわる職員は、事務職員２名、技術職員
（再任用職員含む）２名、技能職員１名、会計年度任用職員２名の計７名となっています。今後についても現状の職員数を維持していきます。
　なお、事務職員、技術職員の割合は同数の５０％なっており、課題については、技術職員のこれまで蓄積された専門技術の継承と認識しています。

　・経常収支比率
　　経費の削減及び収入の確保により経常収支比率の改善・安定化が図られると見込んでいます。現在、ほぼ１００％を上回っていますが、収入において一般会
計からの繰出金が公共下水道事業で１８．５７％、特定環境保全公共下水道事業で４４．４８％を占めています。独立採算制の観点から今後は繰出基準となるもの
を除き、一般会計からの繰出金を縮減しつつ、令和１７年度以降においても経常収支比率１００％以上を維持することを目標とします。

　・経費回収率
　　処理施設をもたない公共下水道事業を除き、類似団体平均値を下回っており、積極的に維持管理費用等の圧縮・削減を行うことで、経費回収率を向上させる
必要があることから、資材の共同購入等をはじめとした他の団体との広域連携について、令和８・９年度に協議・調整を実施し、令和10年度以降の実現を目指しま
す。

【公共下水道事業】
　鏡野処理区は、平成１５年度の供用開始以来、２０年以上が経過しています。津山浄化センター（津山市）へ接続し、広域処理を行っているため、処理施設に関し
ては改築費や修繕費は発生しませんが、津山市に対し、建設改良費や汚水の処理費用等の負担金が発生しています。
　管路施設については、マンホールの腐食状況を含め、町職員による監視管理を行います。
　マンホールポンプ施設については、軽微な修繕を含め、業務委託します。
　また、マンホールポンプ施設については、これから発生する改築・修繕を計画的に行うため、令和６年度及び７年度においてストックマネジメント計画を策定しまし
た。以降は、計画的な施設の更新を行い、施設の保全に努めます。

【林業集落排水事業】
　林業集落排水事業の処理区は、供用開始から２０年以上経過しています。小規模な施設ですが処理場施設のうち、計装盤や計測機器等の電気・機械の都度修
繕を行います。
　マンホールポンプ施設については、軽微な修繕を含め、業務委託します。
　管路施設については、マンホールの腐食状況を含め、町職員による監視管理を行います。

【特定環境保全公共下水道事業】
　奥津・川西処理区は、平成１７年度の供用開始以来、２０年以上が経過しています。処理施設及びマンホールポンプ施設については、軽微な修繕を含め運転管
理を業務委託しており、管路施設については、マンホールの腐食状況を含め、町職員による監視管理を行います。
　マンホールポンプ施設については、軽微な修繕を含め、業務委託します。
　また、処理施設及びマンホールポンプ施設については、これから発生する改築・修繕を計画的に行うため、令和６年度及び７年度においてストックマネジメント計
画を策定しました。以降は、計画的な施設の更新を行い、施設の保全に努めます。

【農業集落排水事業】
　農業集落排水事業の処理区は、供用開始から新しい処理区で１９年、古い処理区で２５年を経過しています。処理場施設のうち計装盤や計測機器等の電気・機
械の老朽化が著しく、修繕費が年々増加傾向にあります。そのため平成２９年度より機能強化事業に着手しております
　マンホールポンプ施設については、軽微な修繕を含め、業務委託します。
　管路施設については、マンホールの腐食状況を含め、町職員による監視管理を行います。
　また、隣接する区域を統廃合することで、主に処理施設の修繕や管理業務費の縮減を見込みます。

　本町のまちづくりの方向性を示した「鏡野町総合計画」では、「快適で衛生的な生活環境で暮らしてもらう」、「公共水域の水質汚濁防止」を掲げ、下水道への加入
促進や、独立採算を基本に管理・運営を図り、より一層の経費削減に努めること、適正な管理により施設の長寿命化に努めることとしました。
　「公共下水道事業」及び「特定環境保全公共下水道事業」は、前計画における取組を行ってきましたが、厳しい経営状況となっています。本計画においても、人口
減少や節水型機器の普及等による排水量の減少に伴い使用料収入が減少していくことが見込まれるため、これまで以上に経費削減に努めるとともに、整備済区
域における下水道の普及促進や収納率の向上により使用料収入を確保することを目指します。
　また、令和５年度において下水道事業の面整備が終了しましたが、今後は、処理施設やマンホールポンプ施設の電気・機械設備などの老朽化が進み、施設の大
規模修繕が予想されることから、計画的な改築を行うために、令和６・７年度でストックマネジメント計画を策定しました。国庫補助や一般会計からの基準内繰入金
を有効活用するとともに本計画を基に、費用の平準化を図るなど適切な事業運営に努めていきます。

　・水洗化率
　　現在、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業においては、類似団体平均値を上回っていますが、公共下水道事業及び林業集落排水事業は下
回っています。いずれの事業も、今後の取組によっては改善の余地があります。現在、広報紙で下水道への接続を促進するための啓発活動を行っていますが、令
和８年度からは、鏡野町ホームページや鏡野町有線テレビでの接続啓発や、上下水道課窓口などにおいて接続支援を実施するなど、利用者の増加と収支改善に
つなげていきます。

組織の見通し

施設の見通し

水洗化率 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 類似団体平均値 Ｒ１７目標値

公共 76.54 74.63 75.73 77.71 78.95 80.76 86.00

特環 83.57 80.75 85.79 85.32 86.17 84.21 94.00

農集 86.56 87.39 87.90 89.10 88.90 83.54 95.00

林集 76.67 74.14 77.78 79.59 77.55 93.29 84.00

経常収支比率 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 類似団体平均値 Ｒ１７目標値

公共 102.48 101.91 99.93 105.98 100.40 107.83 100％以上

特環 99.26 95.85 102.19 99.93 100.21 106.38 100％以上

農集 100.13 93.02 101.06 100.02 100.10 106.62 100％以上

林集 103.99 97.50 99.11 100.19 101.53 96.86 100％以上

経費回収率 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 類似団体平均値 Ｒ１７目標値

公共 104.07 118.80 123.98 131.93 83.54 72.84 85.00

特環 13.77 16.89 21.55 16.17 16.64 66.63 20.00

農集 27.55 15.97 27.57 28.98 27.88 47.96 32.00

林集 8.86 9.89 13.69 14.17 13.63 30.03 15.00



４．投資・財政計画（収支計画）

① 収支計画のうち投資についての説明

林業集落排水事業

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

公共下水道事業
　水洗化率の向上 （R6実績：78.95％→R17目標：86％）
　経費回収率の改善（R6実績：83.54％→R17目標：85％）
　将来の更新投資を見据えた資金計画の改善
特定環境保全公共下水道事業
　水洗化率の向上 （R6実績：86.17％→R17目標：94％）
　経費回収率の改善（R6実績：16.64％→R17目標：20％）
　将来の更新投資を見据えた資金計画の改善
農業集落排水事業
　水洗化率の向上（R6実績：88.90％→R17目標：95％）
　経費回収率の改善 （R6実績：27.88％→R17目標：32％）
　将来の更新投資を見据えた資金計画の改善
林業集落排水事業
　水洗化率の向上（R6実績：77.55％→R17目標：84％）
　経費回収率の改善（R6実績：13.63％→R17目標：15％）
　将来の更新投資を見据えた資金計画の改善

目 標

１　水洗化率の向上に関する事項
①公共下水道事業
　令和５年度に面整備が完了し、維持管理の段階となっています。過去の投資額を回収し、将来の更新投資に備える必要があるため、類似団体の平均値と比べて低い接続率に
ついて、広報紙や町ＨＰでの水洗化周知、窓口での適切な接続相談等により、下水道区域内の方の接続意欲を高めることで改善を図ります。

供用開始は平成１５年度、現時点で２２年の経過であり、今後１０年間における管路施設の更新計画は見込んでいません。
マンホールポンプ施設については、必要に応じ修繕で対応していますが、令和６・７年度に策定したストックマネジメント計画に基づき、計画的な改築・更新を
進めていきます。

特定環境保全公共下水道

供用開始は平成１７年度、現時点で２０年の経過であり、今後１０年間における管理施設の更新計画は見込んでいません。
処理施設は、窒素・リンの除去を目的に膜を使用した高度処理方式を採用しており、電気設備の更新に加え、膜モジュールの更新が必要となります。
処理施設及びマンホールポンプ施設ともに現在は、必要に応じ修繕で対応していますが、令和６・７年度に策定したストックマネジメント計画に基づき、計画的
な改築・更新を進めていきます。

農業集落排水事業

供用開始は平成１２年度、現時点で２５年の経過であり、今後１０年間における管渠の更新計画は見込んでいません。対して、処理施設の電気・機械設備
は、耐用年数を経過した資産があり、老朽化による機能低下が見られます。
現在は国庫補助事業を活用し、改築・更新を行っています。今後においても機能診断をもとに更新計画を策定し、計画的に進めていきます。

　計画終期の令和１７年度の下水道区域内における水洗化率８６％を目指し、ストックマネジメント計画（令和
６・７年度）や最適整備計画（令和４年度）等に基づく計画的な改築・更新を実施することで施設管理の最適化
を目指します。

公共下水道事業
　

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　供用開始は平成１３年度、現時点で２４年の経過であり、今後１０年間における管渠の更新計画は見込んでいません。
　対して、電気・機械設備は耐用年数を経過した資産があり、老朽化による機能低下が見られます。
　現在は必要に応じ修繕で対応していますが、今後は、ダウンサイジングや、個別浄化槽への転換を考慮しつつ、機能診断をもとに更新計画を策定し、計画
的に進めていきます。

目標値８
Ｒ６実績



　イ　繰入金に関する事項
　現状の経営状況では、一般会計の繰入金がなければ経常利益の計上や補填財源の確保が困難です。そのため、総務省が示す操出基準に基づいて算出される額を超え、基
準外の繰入金による経営支援で事業を運営しています。
　今後も基準外繰入金が継続的に必要になると見込まれますが、経費削減や使用料改定等により繰入額の減少を図り、安定的な経常利益の計上、必要な運転資金の確保、さ
らに将来の更新投資を見据えた補填財源の確保に努めます。

②特定環境保全公共下水道事業
　現状では公共下水道事業と同様に面整備を終え、維持管理の段階となっているため、過去の投資額を回収し、将来の更新投資に備える必要があります。そのため、他団体と
比べ比較的良好に推移している接続率について、現状の水準を向上できるよう努めます。

２　経費回収率の改善に関する事項
　ア　使用料の見直しに関する事項
　　現行の使用料単価に基づく将来の使用料収入は２．（３）に記載の通り、主として人口減少による有収水量の減少により、令和７年度に対し計画期間の10年後の令和17年度
には10.20ポイントの減少が推計され、事業経営においても重大な影響が見込まれます。
　　今後の使用料改定の検証を踏まえた上で投資財政計画の精度を高め、改定後の経営戦略における経費回収率について、公共下水道事業では83.54％、特定環境保全公共
下水道16.64％、農業集落排水事業では27.88％、林業集落排水事業で使用料収入で維持管理費の13.63％ほどしか賄えていない現状を勘案し、公共下水道事業では85％、特
定環境保全公共下水道20％、農業集落排水事業では32％、林業集落排水事業で15％の経費回収率を目指します。

④林業集落排水事業
　現状では公共下水道事業と同様に面整備を終え、維持管理の段階となっています。過去の投資額を回収し、将来の更新投資に備える必要があるため、類似団体の平均値と
比べて低い接続率について、広報紙や町ＨＰでの水洗化周知、窓口での適切な接続相談等により、下水道区域内の方の接続意欲を高めることで改善を図ります。

③農業集落排水事業
　現状では公共下水道事業と同様に面整備を終え、維持管理の段階となっているため、過去の投資額を回収し、将来の更新投資に備える必要があります。そのため、他団体と
比べ比較的良好に推移している接続率について、現状の水準を向上できるよう努めます。

目標値９

Ｒ６実績

目標値９

Ｒ６実績

目標値８

Ｒ６実績



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・職員給与費に関する事項
　　現状の組織体制を維持するものとし、職員数の増減は見込んでいません。
　　令和６年度実績に人事院勧告による賃金上昇率の平均値を乗じて推計しています。

・動力費に関する事項
　　令和６年度実績に基づき、物価上昇率を加味し、推計しています。

・修繕費に関する事項
　　ストックマネジメント計画等を加味したうえで、過年度実績の平均値に物価上昇率を加味し推計しています。

・委託費に関する事項
　　過年度実績の平均値に物価上昇率を加味し推計しています。

・その他
　　過年度実績の平均値に物価上昇率を加味し推計しています。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　処理場及びマンホールポンプ施設の運転管理、汚泥処理業務等以外において、活用予定はありませ
ん。

資産活用による収入増加の取組について

その他の取組
　大規模災害時における設備の損壊や建設改良費について、国庫補助（交付）金や交付税措置の対象
となる企業債等、適切な財源確保を検討します。

広域化・共同化・最適化に関する事項

職員給与費に関する事項
　研修会受講等による職員の能力向上に努めます。
　また、災害等の緊急時における勤務体制を整えることにより、効率的な職場環境を目指します。

動力費に関する事項 　不明水の流入箇所の改修等により、経費削減に努めます。

修繕費に関する事項 　ストックマネジメント計画により更新の必要性を把握した際には、更新費用と併せて修繕費を見直す
予定です。

委託費に関する事項 　職員や町の保有する機器・車両では対応できない業務について、委託することによる費用対効果等を
勘案し、必要な委託業務を実施します。

その他の取組 　整備済区域における下水道の普及促進に努めます。

薬品費に関する事項 　不明水の流入箇所の改修等により、経費削減に努めます。

　現段階では検討しておりません。

　使用料の改定について、基本的には５年に１度、定期的に見直しを検討していきます。また、経費回
収率が目標より１割以上低下した場合においても、改定を検討いたします。
　なお、将来の建設改良等に備える資産維持費については、別紙の原価計算表での計算の通り、使用
料対象経費に対する使用料割合が現状では100％に満たないため、0としています。

使用料の見直しに関する事項

公共下水道事業
　・雨天時において、雨水などの流入状況を下原及び吉原に設置されている流量計及びマン
　ホールポンプ施設の稼働状況を調査、適切に修繕することでマンホールポンプ施設の適正
　な稼働と津山市への汚水処理負担金の適正化に努めます。
特定環境保全公共下水道事業
　・雨天時において、雨水などの流入状況を処理施設流入流量計及びマンホールポンプ施設
　の稼働状況を調査、適切に修繕することでマンホールポンプ施設及び処理施設の適正な稼
　働に努めます。

公共下水道事業
　・マンホールポンプ施設の定期点検等以外において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありま
　せん。
特定環境保全公共下水道事業
　・処理場の運転管理、汚泥処理業務及びマンホールポンプ施設の定期点検等以外において、民間
　の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

公共下水道事業
　・ストックマネジメント計画によりマンホールポンプ施設の修繕費用等の平準化を図りま
　す。
特定環境保全公共下水道事業
　・ストックマネジメント計画により処理施設及びマンホールポンプ施設の修繕費用等の平
準化を図ります。

公共下水道事業
　・他市町村と資材の共同購入を検討し、経費削減を目指します。
特定環境保全公共下水道事業
　・他市町村と資材の共同購入を検討し、経費削減を目指します。
　・処理施設について区域内人口及び汚水の流入状況等を検証し、ダウンサイジングを検討
　します。
農業集落排水事業
　・他市町村と資材の共同購入を検討し、経費削減を目指します。
　・隣接する区域の統廃合を行うことで今後発生する経費の削減を目指します。
　・処理施設について区域内人口及び汚水の流入状況等を検証し、ダウンサイジングを検討
　します。
林業集落排水事業
　・他市町村と資材の共同購入を検討し、経費削減を目指します。
　・区域内人口及び汚水の流入状況等を検証し、ダウンサイジングを検討します。

投資の平準化に関する事項
農業集落排水事業
　・過去の修繕記録や、他事業処理区の実績により、将来における施設の更新内容を把握す
　るとともに、重要度・優先度を踏まえた更新費用の平準化を検討します。
林業集落排水事業
　・過去の修繕記録や、他事業処理区の実績により、将来における施設の更新内容を把握す
　るとともに、重要度・優先度を踏まえた更新費用の平準化を検討します。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど） 農業集落排水事業

　・処理場の運転管理、汚泥処理業務及びマンホールポンプ施設の定期点検等以外において、民間
　の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。
林業集落排水事業
　・処理場の運転管理、汚泥処理業務及びマンホールポンプ施設の定期点検等以外において、民間
　の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

その他の取組 農業集落排水事業
　・雨天時において、雨水などの流入状況を処理施設流入流量計及びマンホールポンプ施設
　の稼働状況を調査、適切に修繕することでマンホールポンプ施設及び処理施設の適正な稼
　働に努めます。
林業集落排水事業
　・施設の老朽化が進んでいる状況であり、下水道サービスを持続的・安定的に提供してい
　くために、維持管理業者と連携を図りながら、下水道施設の適正な維持及び修繕並びに機
　器更新に努め、今後発生が見込まれる大規模修繕時には、ダウンサイジングや戸別の合
　併処理浄化槽への転換を検討します。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　鏡野町の下水道事業は、平成３０年度に公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業
及び林業集落排水事業を併せて地方公営企業法の適用を行いました。
　今後においては、毎年の決算終了後に計画の進捗管理、５年毎に事後検証を行い、社会情勢の変化や、関連制
度の変更等を考慮し見直しを行います。
（毎年度の進捗管理）
・投資・財政計画における実績値の把握と計画との乖離を確認します。
・経営指標を分析し、経営健全化に向けた状況把握と今後の取組の方向性を確認します。
（５年毎の検証・見直し）
・投資・財政計画の実績推移の把握をします。
・計画値との乖離が大きい場合には、将来見通しの再評価を行います。
・投資計画及び財源の内容の検証及び見直しを行います。
・経営指標の算定による経営状況の再評価及び必要に応じて新たな目標の設定を行います。


